


























はじめに 

青森県における母親教育は、公衆衛生関係領域、教育関係領域を中心に、福祉、農林水産

、労働、安全、司法、地区組織関係各領域に巾ひろく実施されていることが第 1年次の調

査で明らかになった。これは、母親ならびに母親予備軍に対して行った集団検診や個別指

導以外の健康の教育のうち、母親教育であると意識して実施したものを、とらえたもので

ある。各領域に、母親教育がひろがったのは昭和 40年以降のものが多いのであるが、各領

域間では労働、司法関係の実施が極めて少なかった。また、母親教育は直接母親自身に行

ったものが多く、全体的に若い年代層への働きかけが少ないこと、また男子への教育に乏

しいことなどから、低年令層からの一貫した教育システムの確立が必要であること等が把

握されている。 

このような実態を前提として第 2年次である 56 年度には、母親教育を受ける側の人々の母

親教育を受けた結果について把握しようとし調査を行なったものであるが、事後の母親教

育システム化の検討にも備えて、県内 67 市町村の中から、八戸市の一部地域、深浦町、十

和田湖町、階上町、六ケ所村、脇野沢村の一市、三町、二村を選定した。 

またこの 5市町村のほか、この調査に参加を望んだ黒石保健所管内 4ケ町村と、五所川原

市及びむつ市の一部を含んで実施した。調査内容は、前回は母親教育の現状を平面的にと

らえたのに対し、今回は母親の母、あるいは母親と子との関係を縦の面からとらえたこと

と、主として妊娠、出産にかかわる性の問題に焦点をおき、年代による知識の変化や母の

子に対する教育等を把握して公衆衛生領域の専門的働らきかけの方向をさぐろうとした。 

調査は地域の妊婦教室、母親教室、未婚者学級その他の集団指導の機会を活用し、あるい

は中・高校に依頼するなどして、調査票の記入を無記名で行ったものである。提出された

調査票は、既婚者は 1,598 人、未婚者は 1,670 人、計 3,268 人であった。 


